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１ 令和７年度監査実施方針 

  令和７年度の奥州市は、「未来への希望」が持てる、「人口減に負けない元気なまちづくり」

を目指し、「協働によるまちづくり事業の推進」と「行政経営改革の着実な推進」を基本方針

として維持しつつ、未来への投資により一層の重点を置き予算編成を行った。一般会計の当

初予算総額は、合併以降最大規模の約662億円となったが、財源不足のため、財政見通しより

も16億円以上多い約22億円の財政調整基金の取崩しにより補っているのが現状である。引き

続き、職員一人ひとりが市の現状と将来見通しを十分に認識したうえで、行政経営改革を着

実に推進するとともに、適正な事務の執行による業務の効率化により、持続可能な財政基盤

の確立を図っていかなければならない。 

  監査、検査及び審査（以下「監査等」という。）の目的は、市の行財政運営について、健全

性及び透明性の確保に寄与し、また、事務の管理及び執行等について、法令に適合し、正確

で、経済的、効率的かつ効果的な実施を確保し、もって住民の福祉の増進と市政への信頼確保

に資することである。 

  このことから、本年度の監査は、「奥州市監査基準」（以下「監査基準」という。）に基づ

き、特に令和６年度において事務処理の不備が多い服務事務、契約事務、財産管理事務及び補

助金事務を重点に実施し、事務執行の適正化を期していく。 

また、奥州市未来羅針盤プロジェクトの推進など、監査対象が複数の部局・機関に共通・関

連する事項がある場合、状況に応じて監査重点事項を設定するなど、弾力的に監査を実施す

る。 

 

２ 令和７年度監査計画 

令和７年度の監査等は、次により実施する。 

(1) 実施予定の監査等の種類 

定期監査、例月現金出納検査、各会計決算及び基金の運用状況の審査、地方公共団体の

財政の健全化に関する法律（平成19年法律第94号。以下「健全化法」という。）に基づく審

査並びに財政援助団体等に対する監査を基本とし、必要に応じて、その他監査を実施する。 

(2) 実施予定時期及び対象部課等名 

別表「令和７年度年間監査計画表」のとおりとする。ただし、監査対象部課等と協議のう

え、変更することがある。 

 (3) 監査等の実施体制 

   監査等の実施に当たっては、事務局職員は調査、予備監査等を行い、その結果について速

やかに監査委員に報告する。 

   監査委員は、関係者からの説明聴取等により監査等を実施する。 

 

３ 監査等の実施内容 

(1) 共通事項 

ア 着眼点 

監査等の項目に係る着眼点は、監査基準に定める監査等の着眼点のうちから適宜選択

し実施する。 
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イ 実施手続の選択 

  監査基準に定める実施手続の適用基準等に基づき実施する。 

ウ 監査等の実施場所 

  原則として監査委員事務局執務室とし、必要に応じて実地監査等を行う。 

エ その他監査等の実施上必要と認める事項 

(ｱ) 通知の時期 

原則として、監査については実施の30日前までに、検査については実施の20日前まで

に通知する。ただし、特別な理由がある場合は、この限りでない。 

(ｲ) 提出資料及び提出の時期等 

提出資料については、事前に通知する。提出資料は、定期監査については実施期日の

７日前までに、例月現金出納検査については実施期日の２日前までに、その他の監査

等については監査委員が指定する日までに、監査委員事務局に提出する。 

(ｳ) 講評 

  監査等に基づく講評は、監査委員が必要と認めた場合に実施する。この場合、原則と

して、監査等の結果に関する報告の決定の前に行い、これに対する弁明、見解等を聴取

するものとする。 

(ｴ) 監査等の結果に関する報告及び公表 

監査等を終了したときは、結果に関する報告を市長等に提出するものとする。 また、

報告のうち監査に係るものについては、速やかに公表を行う。 

(ｵ) 監査等の結果の処理 

監査等の結果、指摘した事項又は表明した意見等については、市長等から期限を付

して措置状況報告を求めるものとし、措置を講じた旨の通知があったときは、速やか

に公表を行う。また、監査結果の情報提供を進めることにより、監査を受ける部局が自

ら事務の適正化を図る機運を醸成し、留意改善を要する事項の減少に努めるよう促す。 

(2) 定期監査 

   市の財務に関する事務の執行及び経営に係る事業の管理について、収入事務、支出事務

その他の財務に関する事務が、適正かつ効率的に処理されているかの点検確認を主眼とし

て実施する。 

ア 対象 

実施通知で指示する期日までの令和６年度分又は７年度分について実施する。 

イ 重点項目 

(ｱ) 服務事務 

法令等に定められたとおりの適正な事務処理が行われているかなどを確認する。特

に、会計年度任用職員の任用手続き、年次休暇申請の手続き、出勤簿管理が適正かを重

点的に確認する。 

 (ｲ) 契約事務 

     法令等に定められたとおりの適正な事務処理が行われているかなどを確認する。特

に、発注に係る事務手続、契約に基づく報告や履行確認、契約書の記載事項や添付書類

が適正かを重点的に確認する。 
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 (ｳ) 財産管理事務 

法令等に定められたとおりの適正な事務処理が行われているかなどを確認する。特

に、市有財産の使用・占用許可に係る取扱い、指定管理に係る手続きが適正かを重点的

に確認する。 

   (ｴ) 補助金事務 

法令等に定められたとおりの適正な事務処理が行われているかなどを確認する。特

に、補助金の交付資格要件、対象経費、交付申請（変更含む。）・協議の手続きや完了

に係る書類が適正かを重点的に確認する。 

(ｵ) 前回定期監査における指摘事項、監査意見又は文書注意事項に対する措置状況 

  前回定期監査における指摘事項、監査意見又は文書注意事項に対し、より良い事務

事業の執行につながる措置状況となっているかを重点的に確認する。 

ウ その他監査の実施上必要と認める事項 

監査の結果に関する報告の指摘事項の決定は、「指摘」及び「注意」の区分で行う。 

(3) 例月現金出納検査 

会計管理者、上下水道事業管理者の権限を行う市長、病院事業管理者及び市長（以下「会

計管理者等」という。）の保管する現金の有高及び出納関係諸表等の計数の正確性を検証す

るとともに、現金の出納事務が適正に行われているかを主眼として、実施通知で指定する

令和６年度又は７年度の月について実施する。 

(4) 決算及び基金の運用状況の審査 

決算及び基金の運用状況を示す書類その他関係諸表の計数の正確性を検証するとともに、

予算の執行又は事業の経営及び基金の運用が、適正かつ効率的に行われているかを主眼と

して、令和６年度一般会計、各特別会計及び公営企業会計決算並びに基金の運用状況につ

いて実施する。 

(5) 健全化法に基づく審査 

健全化法第３条第１項及び第22条第１項の規定により、市長から提出された令和６年度

の健全化判断比率及び資金不足比率並びにこれらの算定の基礎となる事項を記載した書類

について、計数が正確に計上され、適正に作成されているかを主眼として実施する。 

(6) 財政援助団体等に対する監査 

令和６年度に市が補助金等の財政的援助を与えているもの、出資・支払保証団体、信託

の受託者及び公の施設の管理を行わせているもののうちから監査委員の協議により対象を

選定し、当該財政的援助等に係る出納その他の事務の執行が、その援助等の目的に沿い、

適正かつ効率的に行われているかを主眼として実施する。 

(7) 公金の収納又は支払事務に関する監査 

 会計管理者等が行う指定金融機関等に対する検査の結果について報告を求め、監査を必

要と認めた場合は実施する。 

(8) その他の監査 

監査委員が必要と認めるとき、又は請求若しくは要求があった場合、手法等を検討し、実

施する。 
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別表 令和７年度年間監査計画表 

 事項 

 

月 

定期監査 例月出納検査 
財政援助団

体等監査 
決算審査等 

４月 議会事務局 

毎月、原則として25日

から月末までの監査委

員が指定する日 

  

５月 幼稚園   

６月 会計課  公営企業会計 

７月 

上下水道部 

医療局 

 経営管理部 

総合水沢病院 

まごころ病院 

前沢診療所 

衣川診療所 

衣川歯科診療所 

 

公営企業会計及び

一般・特別会計 

基金の運用状況 

地方財政健全化法

に基づく審査 

８月   

公営企業会計及び

一般・特別会計 

基金の運用状況 

地方財政健全化法

に基づく審査 

９月  監査実施 
 

10 月 

小・中学校 

財務部 

総務部 

 

 

11 月 

教育委員会事務局 

農林部 

市民環境部 

健康こども部 

 

 

12 月 
政策企画部 

協働まちづくり部 
 

 

１月 
福祉部 

商工観光部 
 

 

２月 都市整備部  
 

３月   
 

※部には、本庁の部課等のほか、当該部の予算を執行する総合支所のグループ等を含む。 

※予備監査から本監査まで月をまたぐ場合は、本監査の実施月で掲載。 


